
2 款 1 項 1 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 25年度以前 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度以降

3,150,000 3,200,000 3,250,000 3,250,000 3,250,000 16,100,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 5年間の実績

介護サービス給付費 千円 3120491 3280947 2196318 3186365
項目 単位 25年度実績 26年度予定 9月末の実績 26年度実績

一般財源 394,133 409,621 275,402 398,295

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 1,462,259 1,547,760 1,036,137 1,505,077

818,062
県支出金 454,031 482,242 322,920 468,908

人件費 4,067 3,977 2,386 3,977
国庫支出金 814,135 841,324 562,257

7,954
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.50 0.50 0.30 0.50
人件費単価 8,135 7,954 7,954

3,977
合計 0 3,280,947 2,196,716 3,190,342

事業費
直接事業費 3,120,491 3,276,970 2,194,330 3,186,365
人件費 4,067 3,977 2,386

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 25年度決算 26年度予算 9月末の執行状況 26年度決算

事業の目的

介護保険法の規定により、加齢等により生じる心身の変化に起因する疾病等により要介護状態となってもそ
の有する能力に応じ自立した日常生活が営むことができるように保健医療の向上及び福祉の増進を図る。

事業の内容

介護保険法第２条の規定に基づき、要介護認定を受けた方が在宅・施設サービスを利用した場合に対する保
険給付等に関する経費の支払い。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

事業の対象 要介護認定者

根拠法令等
介護保険法第２条

事業の性格 法定事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 長寿介護課 電話番号（内線）： 562
記入者情報 所属長： 武智 茂記 担当責任者： 岡本 智和

事務事業名 ●【評価対象外】(介保)介護サービス等給付事業
予算科目

総合計画での位置付け
福祉の向上と保健・医療の充実〜やすらぎとぬくもりのまちづくり〜
高齢者対策の充実

平成26年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業


